
１．大気CO2濃度の上昇と群落微気象要因を
考慮したイネの穂温推定モデル

はじめに

現在約380ppmの大気中の CO2 濃度は、今世紀半ばか

ら末までに約550ppmに達し、全球の平均気温は1.4～

5.8℃上昇すると予測され、これに伴う将来の農作物の

収量予測が求められている。イネは開花時に温度の影響

を最も強く受け、穂の温度が限界温度を数℃超えるだけ

で高温不稔が生じ、コメの収量が激減する。予測されて

いる大気 CO2 濃度の上昇は、イネの成長促進と増収効

果を持つ一方、気孔開度を減少させ葉の蒸散を抑制する

ため、イネ群落内の温度が上昇し、開花期の高温不稔を

激化させる可能性がある。

高温と高 CO2 濃度環境下における不稔発生を予測す

るためには、的確なイネの穂温の予測が必要であるが、

穂温は水田の微気象条件に強く依存するため、チャンバ

ー実験などの閉鎖系実験結果をそのまま予測に適用する

ことができない。そこで本研究では、開放系大気 CO2

増加（FACE）実験水田で微気象観測を行い、イネの穂

を取り巻く微気象環境が穂温に影響を及ぼすプロセスを

考慮した穂温推定モデルを開発し、大気 CO2 濃度上昇

に伴う穂温の上昇程度を明らかにした。

開放系大気 CO2 増加（FACE）実験によるイネ群落の微

気象変化の測定

FACE とは Free-Air CO2 Enrichmentの略で、チャ

ンバーや覆いのない屋外の農耕地（たとえば、水田）に

設置した FACE リングから高濃度 CO2 ガスを吹き出

し、リングに囲まれた区域の CO2 濃度を周囲より常に

約200ppm増加させる（図１）。これにより、自然状態

での水田生態系の高 CO2 濃度に対する応答を調べるこ

とができる。

中国江蘇省にあるFACE実験水田（31°37’N、120°

28’E、イネ品種：武香粳14号）で、出穂・開花期頃に、

現在の大気 CO2 濃度区（以後、現 CO2 濃度区という）

と現在の大気 CO2 濃度に200ppmを増加させた区（以後、

高 CO2 濃度区という）で微気象観測を行い、両区の群

落内外の温湿度や放射収支、葉の気孔コンダクタンス

（水蒸気の通しやすさの指標）や穂の蒸散コンダクタン

スなどを測定した。高 CO2 濃度により葉の気孔コンダ

クタンスは約30％減少して、葉温が１～２℃上昇した。

これに伴い、高 CO2 濃度区では現 CO2 濃度区に比べて、

群落内気温は0.5～１℃上昇し、群落内の相対湿度は５

～８％低下した（図２（a））。すなわち、高 CO2 濃度区

の群落内は現 CO2 濃度区に比べて、やや高温で乾燥し

た微気象環境であることがわかった。

一方、イネの穂の表面には気孔がなく、穂表面のクチ

クラワックスの小さい隙間からのみ蒸散しているので、

穂の蒸散コンダクタンスは高 CO2 濃度による影響は認

められなかった。開花日には１cm/sと葉の気孔コンダ

クタンスに匹敵する大きさの穂の蒸散があったが、開花

後日数が経つにつれて穂の乾燥化が進み、蒸散コンダク

タンスが徐々に減る傾向が認められた。

群落微気象モデルによるイネの穂温の推定

FACE実験での穂の蒸散コンダクタンスと群落微気象

データを用いて、穂の熱収支に基づく穂温推定モデルを

開発した（図３）。モデル計算の結果、高 CO2 濃度によ

って穂温は開花日頃に0.5～１℃、開花後日数が経つに

つれて１℃以上上昇し（図２（a）、穂温）、高 CO2 濃度に

よる群落微気象の変化が高温不稔を助長し得ることがわ

かった。また、穂の蒸散量は、高 CO2 濃度区の方が現

CO2 濃度区より常に大きいこともわかった（図２（b））。

これは、高 CO2 濃度区の方が常に穂温が高いこと、群

落内の湿度が低いこと（図２（a））、従って穂－大気間
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図１　開放系大気CO2増加（FACE）実験水田（中国江蘇省無錫）
外側の金属製リングに沿った黒いチューブからの高濃度CO2ガスの噴

出を制御して、リング内のCO2濃度を外気より約200ppm増加させる。リ
ング内には、CO2ガス濃度測定用のテフロンチューブ（白いチューブ）
や温度や湿度などを測定する測器がある。



の飽差（水蒸気圧差）が大きいことが要因である。以上

のことから、高 CO2 濃度は、穂温を上昇させると同時

に、穂の乾燥（脱水）を促進させる可能性があることが

示唆された。

おわりに

高 CO2 濃度による穂温の上昇と蒸散の増加は、開花

期のみならず登熟期間全体にわたっていることから、高

CO2 濃度は開花期の高温不稔だけでなく、未熟粒の増

加といったコメの品質低下にも影響する可能性がある。

穂温推定モデルの感度解析を行うと、風速や相対湿度の

違いにより、穂温がさらに数℃も変動することがわかっ

た。また、最近の研究では、穂温に影響を及ぼす穂の蒸

散コンダクタンスが、品種や栽培条件などによって大き

く異なることもわかってきた。このことから、穂の蒸散

特性をより詳細に調べて穂温推定モデルと組み合わせる

ことにより、現在の高温不稔・登熟不良発生の地域間差

を把握し、今後の温暖化に対する品種の選抜や栽培方法

の変更などを通じて、イネの高温不稔対策技術の開発に

役立てることができると考えている。

（生態系影響ユニット　吉本真由美）

２．食料生産・消費拡大がもたらす東・東
南アジアの水質変動の予測

はじめに

東・東南アジアでは、最近の40年間に人口が２倍に

増加し、また近年の経済発展により食料需要が増大して

いる。この間、窒素肥料の使用量が20倍に増加し、こ

れによって人口増加率を上回る作物生産量の増加が実現

した。しかし、窒素肥料の多用は、一部の地域において

深刻な地下水の硝酸汚染、河川・湖沼の富栄養化の原因

となっており、食料の需給は、東・東南アジアにおける

現在および今後の環境を考える上で重要な要素であると

考えられる。本研究では、国際連合食糧農業機関

（FAO）などの農業に関する統計データに基づいて、各

国の窒素負荷量とそれによる水質汚染を窒素フローモデ

ルに基づいて推定し、また、将来の食物需要に関する簡

易な予測モデルを作成して、この地域の将来の窒素負荷

の変化を試算した。

食料生産・消費に関わる窒素負荷量の変化と水質影響

図１に窒素フローモデルの概略を示した。ある国・地

域の陸域への食料需給に関わる外界からのインプット

は、窒素肥料の投入、窒素固定（農地、牧草地）、海産

物の供給、および作物と畜産品の正味の輸入であり、こ

れらは最終的には環境中へ排出される。ここでは、農地

からの流出、家畜からの排出、人からの排出に分けて見

積もった。東・東南アジアにおいて環境への窒素負荷

（＝外界からのインプット）はこの40年間に著しい増加

を示している（図２）。1970年代半ばから化学肥料の使

用量が急激に増加し、農地からの流出が増加した。また

家畜からの排出増加も顕著である。

国ごとおよび中国の省ごとの窒素負荷から、土地利用

分布や人口分布に基づいて窒素負荷の空間分布を求め、
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図２　穂周辺の微気象の日変化（2003.8/27～9/3）
（a）は、高CO2濃度区から現CO2濃度区を差し引いた、群落内気温・相

対湿度、葉温、穂温の差を表している。（b）は、モデルによる両区の穂
の蒸散量の推定値である。

図３　大気CO2濃度上昇による群落微気象の変化が穂温を変化させるプ
ロセスのモデル化

図１　食料生産・消費に関わる窒素フロー



更に土壌、地下水中の脱窒などを考慮して地下水、河川

水中の濃度分布を求めた。この結果、1980年頃から中

国東部（華北平原）や東北部を中心に地下水中の窒素濃

度が世界保健機関（WHO）の硝酸態・亜硝酸態窒素に

関する飲料水基準（11.3mgN/L）を超える地域が表れ、

2000年には基準を大きく超える地域が広範囲に広がっ

ていると推定された（図３（a））。なお、日本や韓国の

一部では1960年代から既に高濃度で、その後2000年ま

でほとんど変化がない。東・東南アジア各地において行

った水質調査により得られた地域平均濃度は、図３（a）

と比較的良く対応していた。

将来の食料生産・消費による窒素負荷の予測

食料生産・消費は人口の変化に加えて経済的な変化に

大きく支配されている。東・東南アジアの多くの国にお

いて、一人当たりの肉消費量は一人当たりの国内総生産

（GDP）の増加に伴って増加し、一方米の消費は GDP

の増加と共に減少の傾向を示した。これらの傾向に基づ

いて、国ごと、食料の種類ごとに一人当たりの消費量を

GDP から推定する式を作成し、更に2020年までの人口

の増加（国連による推計：東・東南アジア全体では

2020年に2002年の1.08～1.12倍（低位～中位推計））、お

よびGDP成長（経済協力開発機構（OECD）による地域

別の平均成長率予測値に基づいて推計：同1.90～2.47倍）

に基づいて、2020年までの窒素フローを見積もった。

2020年には、畜産品の消費量が窒素換算で2002年の1.36

～1.45倍、飼料用作物も含んだ作物生産量が1.35～1.46

倍、必要な窒素肥料は1.41～1.61倍に増加すると推定さ

れ、深刻な汚染の地域が更に広範囲に拡大すると予測さ

れた（図３（b））。

おわりに

東・東南アジアにおける急激な経済発展は、食生活の

変化、特に肉の消費の急増を招いている。肉の生産には

その数倍から十数倍の飼料作物が必要とされ、その生産

のために多量の化学肥料が使用され、中国東部などで既

に水質汚染が深刻であろうことが示された。現在の傾向

が続くと2020年には水質汚染が更に深刻化、広域化す

ると予測されたが、将来の窒素負荷は、各国の作物生産

や畜産における窒素利用効率の改善や、食料貿易の動向

によって変化すると考えられる。

（物質循環ユニット　新藤純子）

３．農耕地から発生する亜酸化窒素の排出係
数の推定と発生削減技術の開発

はじめに

亜酸化窒素（N2O）は、二酸化炭素の約300倍という

強力な温室効果をもち、産業革命以降急速に増加してい

ることが知られている。また、N2O は京都議定書にお

いて規制対象となる温室効果ガスのひとつでもある。農

耕地土壌からの N2O の発生量は、地球全体の人為的発

生量の24％を占めると推定されており、その発生量の

正確な評価と、発生削減技術の開発は重要な課題となっ

ている。
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図２　東・東南アジアの環境への窒素負荷の変化

図３　地下水中窒素濃度分布の（a）2000年の推定および（b）2020年の予測
結果（mgN/L）

（自然の窒素固定と窒素酸化物の寄与も考慮している）



世界の水田からの亜酸化窒素の排出係数の算定

京都議定書の削減目標の達成度をはかるためには、ま

ず規制対象となっている温室効果ガスの発生量を正確に

算定することが必要となる。日本を含む条約加盟国は、

国別の温室効果ガス排出・吸収目録（インベントリー）

を報告する義務がある。このインベントリーは、IPCC

（気候変動に関する政府間パネル）のガイドラインに従

って算出することとなっている。現在用いられている国

別温室効果ガスインベントリーガイドライン（IPCCガ

イドライン）では、各排出源の算出方法についてはどの

程度データの入手が可能かに応じていくつかの段階

（Tier、ティア）が設定されており、各国の状況に応じ

て算出方法を選べるようになっている。すなわち、デー

タがないまたは十分でない場合には、IPCC がデフォル

ト値として定めた排出係数を用いて排出量を算出する

（Tier 1）。また各国の状況に応じた独自のデータや算出

方法がある場合には、それらを利用して報告することが

できる（Tier 2または3）。

このIPCCガイドラインの算定方法は2006年に改訂が

予定されていた。そのため、農耕地からの温室効果ガス

の排出係数の見直しが急務となっていた。そのなかでも、

データが十分にない場合（Tier 1）にも適用できる基本

の排出係数（IPCC デフォルト値）は、多くの国で温室

効果ガス排出量の算定に用いられており、この数値が変

わることはグローバルな温室効果ガスの管理に非常に重

要な意味を持つ。現在の算定方法では、水田から直接発

生する亜酸化窒素（N2O）の排出係数（EF1-RICE）は畑や

草地の排出係数（EF1）と同じとされている。しかし、

湛水条件での N2O の発生量は畑条件とは大きく異なる

と考えられることから、このデフォルト値の精度向上に

寄与することを目的として研究を行った。

世界の水田から直接発生する N2O の実測データ（29

地点、149測定）を収集し、これらのデータのうち、化

学肥料または有機物肥料を施用した水田について解析し

た結果、常時湛水した水田よりも中干しを行った水田の

ほうが N2O 発生量は大きい傾向にあった。しかし、こ

のうち排出係数が計算可能なデータについて解析した結

果、N2O 排出係数には水管理の違いによる統計的な差

はみられなかった。すなわち、排出係数（EF1-RICE）の

平均値（±標準偏差）は施肥窒素量の0.31（±0.31）％

であり、現在の IPCC のデフォルト値（1.25％）よりも

著しく低いことがあきらかになった（表１）。本成果は、

2006年に改訂された IPCC ガイドラインに採用された

ことから、世界各国の温室効果ガス排出量の改訂に寄与

した。

農耕地からの亜酸化窒素の発生削減技術の開発

わが国の畑土壌の約50％は、黒ボク土と呼ばれる火

山灰に由来する土壌によって占められている。この黒ボ

ク土畑は一般的にきわめて好気的（土壌中の酸素が不足

しにくい）であることが知られている。アンモニア態ま

たは尿素態の窒素肥料を施用した土壌においては、微生

物による二つの過程－脱窒（嫌気的な過程）と硝化（好

気的な過程）－から N2O が発生することが知られてい

る。好気的な黒ボク土畑のような条件では硝化の過程が

より重要であると考えられるので、硝酸態の窒素肥料を
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‡窒素施用区のN2O発生量から窒素無施用区のN2O発生量を差し引いた場合の、施用窒素量あたりのN2O-N発生率を表す。
＊統計的検定の結果、有意差はみられなかった。
＄改定前のデフォルト値。

表１　化学肥料または有機物肥料を施用した水田からの耕作期間における亜酸化窒素（N2O）の排出

水管理 平均 標準偏差 中央値 データ数 最大値 最小値

N2O-N 排出係数‡（％）

常時湛水 0.22a* 0.24 0.10 16 0.69 0.003

中干しあり 0.37a 0.35 0.28 23 1.16 0.02

すべての水管理 0.31 0.31 0.16 39 1.16 0.003

参考：IPCCデフォルト値$ 1.25

写真１　農耕地からの温室効果ガス発生量の自動連続測定装置



施用すれば硝化はおこらず、脱窒の過程のみからしか

N2O が発生せず、N2O の発生を減らすことができるは

ずである。しかし、硝酸態の肥料は降雨により流れやす

いため日本での利用は多くはない。この欠点は硝酸流亡

の起こりにくい被覆肥料を用いることで解決可能である

と考え、長期自動連続測定装置（写真１）を用いて、被

覆硝酸肥料と一般的な尿素肥料との比較を行った。その

結果、好気的な黒ボク土畑のような条件では、被覆硝酸

肥料を用いることで硝酸の流亡を起こさずに N2O の発

生を抑制できる可能性が示された（図１）。

これらの結果は、日本の温室効果ガス排出量の削減や、

環境保全型農業を推進するための施策決定に貢献するこ

とが期待される。

（温室効果ガスチーム　秋山博子・八木一行）

＊なお、本成果の一部は環境省地球環境総合推進費の研

究資金により得られたものである。また本成果により、

研究担当者の秋山博子が平成18年度文部科学大臣表彰

若手科学者賞を受賞した。

【用語解説】

気 候 変 動 に 関 す る 政 府 間 パ ネ ル （ I P C C ；

Intergovernmental Panel on Climate Change）：人為的

な気候変動に関する最新の科学的・技術的・社会経済的

な知見をとりまとめて評価し、各国政府に助言と情報を

提供することを目的とした政府間機構。

IPCC国別温室効果ガスインベントリーガイドライン

（IPCCガイドライン）：気候変動枠組み条約締約国が、

温室効果ガスの国別報告書の作成にあたり、排出/吸収

量を計算するための手法を示すためのガイドライン。

被覆硝酸肥料：硝酸カルシウムを有機合成フィルム

（膜）でつつむことにより、成分がゆっくりと放出され

る肥料。

４．生物多様性保全のための農業景観調査
情報システム

はじめに

わが国の国土のほとんどは農林畜産業を中心とした人

間活動により歴史的に攪乱を受け続けてきた。そのため、

土地の利用・管理の結果形成された生態系や景観が生物

多様性に大きな影響を及ぼしている。わが国の生物多様

性の保全を図るためには、生態系または景観のレベルで

生物多様性を捉え、それらの状態をモニタリングすると

同時に、その変化と生物多様性との関連性を検討するこ

とが不可欠である。

そこで、英国での Countryside Information System

（CIS）および Countryside Survey（CS）の例を参考に、

客観的に区分したわが国の農業生態系から代表的な景観

タイプを統計的に抽出してモニタリング地区を定め、各

モニタリング地区において種、生態系、景観の各レベル

にわたる詳細なデータを、体系的、効果的に収集・蓄

積・利用するための枠組みとして農業景観調査情報シス

テム RuLIS（Rural Landscape Information System）

を構築した。ここでは、その概要と、活用法を提示する。

農業景観調査情報システム（RuLIS）の概要

国土全域を対象に、３次メッシュ（約１km×１km）

を単位として、気象、土壌、地質、地形、植生、交通立

地の因子に関わる数値地図情報を多変量解析の手法によ

り統計的に処理し、全国農業生態系を46クラスに区分

した（図１）。同時に、利根川流域に分布する下流域低

地水田景観（クラス6-f）、下流域台地谷津田景観（クラ

ス6-g）、下流域台地市街化景観（クラス6-f）、内陸部水

田景観（クラス6-d）から各８地区をランダムに抽出し、

合計32メッシュのモニタリング地区において、空中写

真の判読等により土地被覆図（現況および1970年代）

を作成した。一方、植生については、抽出した各モニタ

リング地区内において、放棄水田、畦畔、二次林、水田

脇斜面植生を対象に、種組成、種ごとの高さおよび被度、

位置情報等を中心としたデータを収集した。このように

生物相の調査を行いデータベースとして構築している。
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図１　硝酸肥料、被覆硝酸肥料、および被覆尿素肥料を施用した黒ボク
土畑からのN2O排出量の比較

被覆硝酸肥料の使用により、一般的な肥料である尿素系の肥料に比べ
て発生量が削減された。なお、被覆尿素肥料と尿素肥料の発生量に差は
みられなかった。



RuLISを活用した植生群落タイプの解析

利根川中下流域を代表する農業生態系クラスを事例と

して、上記の方法により得られたモニタリング地区の植

生データをもとに、統計的な手法を用いて群落タイプを

類型化した（図２）。この結果は、別途茨城県南部にお

いて集中的に実施した植生調査の結果とほぼ一致し、指

標種もおおむね共通していることが確認された。以上か

ら、本調査・解析システムで得られた植生情報は、当該

クラスの植生分布状況を精度よく示していると考えられ

る。また、これらの群落タイプの立地や管理履歴にもと

づいて作成した植生変動の模式図（図２）を用いること

により、休耕田・放棄水田に出現する植生タイプが管理

形態の変化に伴ってどのように変化するかを予測するこ

とが可能となった。

RuLISを活用した生物多様性のポテンシャル評価

土地被覆状況に関するデータから、景観構造の変化を

解析・推定することが可能である。たとえば、チョウ類

の生息にとって重要とされる「水田－のり面（草地）－

森林」の組み合わせからなる景観を抽出する指標として、

土地被覆図に示された水田と森林の境界長に着目し、土

地利用タイプとの関係を次式のようにモデル化すること

ができる。

Y＝0.0026X1＊＋0.0023X2＊＋839

Y：チョウ類の生息ポテンシャル

X1：水田面積、X2：森林面積
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図１　農業生態系区分模式図

図２　休耕田・放棄水田植生の群落タイプの推移と立地条件・管理履歴
との対応模式図

図３　利根川流域台地谷津田景観域における森林－水田の境界長を指標
とした生物生息ポテンシャルの推移



さらに、このモデルを全国で均質なデータが整備され

ている国土数値情報の複数年次のデータに適用すること

により、各年次の生物生息ポテンシャル図を作成し、生

物生息環境の変動を評価することが可能である（図３）。

下流域台地谷津田景観（クラス6-g）では、最近の25年

間で、チョウ類の生息に適した景観構造が顕著に減少し

ていることが示された（図３）。また、水田と森林の境

界長については、クラスごとの景観の特徴を反映して、

下流域台地谷津田景観では水田面積と相関が高く、一方、

下流域低地水田景観では樹林地面積と相関が高いことが

示された。

おわりに

農業景観調査情報システムは、地域スケールから国土

スケールに至る生物相の長期モニタリングのフレームと

して活用できると考えられる。具体的なインターフェー

スの開発、データフォーマットやデータ管理の方法等に

ついては、実用化に向けての検討をさらに進める必要が

ある。

（景観生態ユニット　楠本良延・井手　任

大黒俊哉・山本勝利＊）

（＊農林水産省）

５．アオコの増殖抑制植物を検定する「リ
ーフディスク法」の開発

はじめに

農業用水として利用されてきたため池では、農業従事

者の高齢化や社会システムの変化に伴い、富栄養化によ

る水質の悪化が進行し、ラン藻類の異常増殖、すなわち

アオコなどの社会問題が発生している。

アオコとはラン藻類が異常増殖して、水面に緑色のク

リーム状の膜となったものである。アオコは、異臭発生

や浄水管理における「ろ過」障害にとどまらず、アオコ

を形成する主要なラン藻であるミクロキスティスやアナ

ベナが有毒物質ミクロキスチンを産出することによって

も深刻な影響を及ぼす。イギリスではミクロキスチンを

含んだ水を農業用水としてジャガイモ畑に散布したた

め、葉が全部枯れてしまう事件が発生した。これまでの

ところ、日本ではミクロキスチンによる農業被害は顕在

化していないが、異臭の発生や水質管理に加えて、今後

この毒素が生態系や人間に及ぼす影響が問題となる可能

がある。

植物でアオコを抑えられるか

湖沼管理および湖沼水質の保全は、これまでは治水と

利水を目的に行われてきたが、今後は生態系機能や生物

多様性等の自然環境に配慮する必要があると考えられ

る。このような管理において、植物の有する浄化能力を

活用した手法が注目されている。たとえば、アオコを抑

制する作用のある水生植物を導入する方法は、アオコを

抑制するだけでなく、発生原因となる窒素やリンなどの

栄養素も吸収してくれる利点があり有望な方法だが、

2005年からの「特定外来生物被害防止法」の施行に伴

い、外来水生植物の導入には慎重な検討が必要である。

一方、現場のため池では、周辺に樹木が多いほどアオ

コの発生が少ない現象が観察されており、樹木の落葉に

よるアオコの発生抑制が示唆されている。在来の樹木の

葉を用いた方法は生態系への悪影響が少ないと考えられ

る。そこで、植物が持っている天然の化学物質が他の生

物に及ぼす作用であるアレロパシー（allelopathy、他感

作用）に着目し、ため池周辺に生育する植物の葉に含ま

れる成分によるアオコを構成するラン藻類の増殖阻害作

用を調べる手法を開発し、この手法を用いて有効な植物

を検索した。

リーフディスク法の開発

ラン藻類の増殖を抑制する化学物質（他感物質）を有

する植物を検索するために、抗生物質の検定法であるペ

ーパーディスク法に準じて、植物葉に含まれる成分によ

るアオコ抑制阻害を測定する生物検定法（リーフディス

ク法）を開発した。ペーパーディスク法で用いる紙ディ

スクの替わりに、樹木の葉をパンチで円形に打ち抜いた

もの（リーフディスク）を用いて、植物葉から出る物質

がラン藻の生育に及ぼす影響を寒天培地上で評価するよ

うに改良したものである。検定手法のあらましを図１に
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図１　リーフディスク法による操作要領と活性の強い植物の写真



示した。

まず、寒天を固めた平板の上に、国立環境研で純化さ

れたラン藻 Microcystis aeruginosa NIES-88 株（ミクロ

キスチン生産株）を包埋した0.5％の寒天を重層する。

次に、リーフディスクパンチでくり抜き、UV 照射によ

って表面に滅菌処理を施したリーフディスクを寒天の表

面に並べ、シャーレを密封して７日間培養する。植物に

ラン藻に対する抑制作用がある場合、リーフディスク周

辺にラン藻コロニーに対する阻止円が生じるので、その

大きさや形状で増殖抑制効果を判定した。

リーフディスク法を用いたアオコを抑制する植物の検索

実際に兵庫県のため池周辺で採取した22種の落葉広

葉樹のリーフディスクを用いて、アオコ抑制作用のある

植物の検索を行った。その結果、ユキヤナギ（Spiraea

thunbergii Sieb. ex Bl.）、ヤマウルシ（Rhus trichocarpa

Miq.）、アベマキ（Quercus variabilis Blume）、アカメガ

シワ（Mallotus japonicus（Thunb.）Muell. Arg.）、ナツ

ハゼ（Vaccinium oldhami Miq.）等で、くっきりとした

大きな阻止円が、再現性よく観察された（図２）。図１

左下の写真は、ヤマウルシによる阻止円を示している。

これらの落ち葉にはラン藻類の増殖を抑制する他感物質

が内在している可能性が高いと考えられる。

今後の方向

今回開発したリーフディスク法では、リーフディスク

の表面積を一定にしたため、葉の面積あたりの抑制効果

となっている。今後、現場への応用を考えるとすれば、

植物ごとの落葉の量なども考慮しなければならないが、

アオコを抑制する植物を一次選抜する手法としては有効

な方法と考えている。

概して、ヤマウルシ、アカメガシワ、ナツハゼなどの

ウルシ科、トウダイグサ科、ツツジ科の植物が強いアオ

コの生育阻害活性を示した。これらの植物の多くは有毒

植物として知られている植物でもある。また、ユキヤナ

ギは日本在来種で有毒植物ではないが、強力な植物生長

阻害物質シスケイ皮酸誘導体を含んでいることが、農業

環境技術研究所において発見されている。このような植

物の落ち葉がため池に入って水面に浮かぶことでアオコ

を抑制することができる可能性が考えられる。

しかし、このような植物は、在来植物であっても、現

地のため池で実際に植樹して、その落ち葉を利用したア

オコ抑制に活用するように農家や自治体に薦めるために

は、今後、選抜された植物を用いた、ため池での実際の

アオコ抑制効果の検証が必要である。また、効果が高い

場合でも、ため池およびその周辺の生態系に及ぼす総合

的な評価が必要である。なお、現在、全国でいちばんた

め池の多い兵庫県の研究機関と自治体の協力を得て、選

抜された樹木落ち葉を用いて、実際のため池においてこ

れらの植物でアオコを抑制するための試験を行ってい

る。

このようにして、最も実用的な植物が選抜された場合

には、その植物に含まれるアレロパシーに関与する物質

（他感物質）を単離・同定し、その物質の作用機構を明

らかにする必要がある。また、この他感物質が実際に水

中に分泌されて現場でどのように作用し、その後どう分

解されるかについても明らかにする必要があるが、今後、

選抜された植物を用いて、現場での実用的なアオコ抑制

につながる技術を完成させたいと考えている。

（化学生態ユニット　藤井義晴）

６．導入天敵昆虫等の新たな生態系影響評
価方法と導入判断基準

はじめに

近年、外来生物の生態系に与える影響が問題となって

いる。海外からの導入天敵昆虫等（ダニ類を含む）は、

侵入害虫により生じる農業被害を防止するため、その原

産国より意図的に導入される天敵である。このような利

便性のある昆虫類であっても、外来生物であるので、こ

れらのわが国の生態系に与える影響を評価する必要があ

る。そのため、環境省は平成11年に「天敵農薬に係る

環境影響評価ガイドライン」を策定し、導入天敵昆虫等
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図２　兵庫県のため池周辺から採取した樹木落葉によるアオコ増殖抑制
効果のリーフディスク法による検定



の生態系影響評価方法を示している。しかしながら、こ

の方法は、定性的なものであり、海外の天敵昆虫等を導

入する際に必要な事前評価のための判断基準や導入判断

基準について、必ずしも明確ではない。そこで、すでに

ヨーロッパで提唱されている評価指標を使用して導入天

敵昆虫等の定量的評価手法を参考に、わが国の環境にも

適用可能な新たな基準を作成し、客観的で透明性の高い

導入判断基準を提示してみた。

導入昆虫の生態系影響評価手法

導入天敵昆虫等が生態系に与える影響を、その可能性

と程度とに分けて、定着等の６つの評価項目について、

それぞれわが国に適合した５段階の基準を設けた。導入

天敵昆虫等の事前評価に係る時間やコストを最小限にす

るため、評価のプロセスを２ステップで行う。評価の第

１ステップでは、種ごとに定着、分散性、寄主範囲の各

評価項目について、１次基準に基づき、それぞれの影響

の可能性（L）と程度（M）を５段階評価する（表１）。

各項目におけるL×Mの値の総和を、対象とする天敵種

の生態系影響１次指標とする。評価の第２ステップは、

わが国の生態系影響評価で必要な「稀少種や地域固有種

への直接影響、近縁天敵との競争、近似種との交雑」の

３項目からなる２次基準を新たに設け（表２）、これら

に対するL×Mの和を求め、１次指標と合わせて、総合

指標とする。

導入昆虫の導入判断基準

わが国および海外の導入天敵に関する生態系影響の事

例（約60種）を参考に指標を計算すると、生態系影響

が報告されていない種は１次指標が40未満であった。

そのためこの数値を第１ステップでの導入基準とした。

したがって、１次指標が40を超えない種は、第２ステ

ップの評価を行うことなく、わが国への導入が可能であ

り、１次指標が40を超える種については、第２ステッ

プの評価を行うべきである。生態系影響が海外でも指摘

されている種は、すべてが総合指標が80を超えている

ので、総合指標が80を超える種は、導入を見送るか、

野外に逃亡しない方策をとる必要がある。表３にはわが

国に導入された外来天敵昆虫等の生態系影響指標の計算

例を示す。
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表１　導入天敵昆虫の生態系影響評価１次基準

Ｌ：生態系影響の可能性 

L 定着（可能性） 分散性（導入ステージの余命） 寄主範囲（天敵の摂食量≒体長） 
1 越冬、越夏不能 1週間未満 1mm未満 
2 年1化、休眠性なし 1週間以上2週間未満 1mm以上3mm未満 
3 年2化以上、休眠性なし 2週間以上3週未満 3mm以上5mm未満 
4 年1化、休眠性有り 3週間以上4週間未満 5mm以上10mm未満 
5 年2化以上、休眠性有り 1ヶ月以上 10mm以上 
Ｍ：生態系影響の程度 
M 定着 分散性（導入ステージの移動速度） 寄主範囲（標的種との関係） 
1 ごく限られた地域だけ 10cm/s未満（無風、以下同じ） 同属の種 
2 10％未満の地域 10cm/s以上50cm/s未満 同科の種 
3 10以上25％未満の地域 50cm/s以上1m/s未満 同目の種 
4 25以上50％未満の地域 1m/s以上2m/s未満 同綱の種 
5 50％以上の地域 2m/s以上 門内あるいは門をまたがる 

表２　導入天敵昆虫の生態系影響評価２次基準

Ｌ：生態系影響の可能性 

L 稀少種や地域固有種への直接影響 近縁天敵との競争 近似種との交雑 
1 生息場所・時期が異なる 寄主範囲が重ならない なし 
2 生息場所・時期が重なることがある 寄主範囲が一部重複 種間交雑率が低い 
3 生息場所・時期が常に一部重なる 寄主範囲が50％程度重複 種間交雑率高、雑種性比が偏る 
4 生息場所・時期が5割程度重なる 寄主範囲が大部分重複 種間交雑率高、雑種性比は1：1
5 生息場所・時期が完全に一致する 寄主範囲がほぼ一致 種間雑種は、親より強勢 

Ｍ：生態系影響の程度 

M 稀少種や地域固有種への直接影響 近縁天敵との競争 近似種との交雑 
1 希少種等は寄主となりえない 常に勝敗に優劣なし/劣勢 形態的な差が大きい 
2 希少種等の近縁種+30種以上が寄主 寄主の存在下で共存 雌雄交信信号に種間差がある 
3 希少種等の近縁種+10以上30種未満が寄主 1-2種に対しては勝利 近似種の雌が多回交尾可能 
4 希少種等の近縁種+10種未満が寄主 数種の相手に勝利 近似種の雌が1世代に2-3回交尾 
5 標的種より希少種の近縁種を好む 広い範囲の相手に勝利可 近似種の雌は1世代に1回交尾 



おわりに

本手法は、対象種の既往のデータを利用して、比較的

容易に生態系影響指標が算出でき、「導入判断基準」に

基づいて天敵導入の可否を判定できる。そのため「天敵

農薬に係る環境影響評価ガイドライン」に先立って、本

法による事前評価を行うべきである。海外から導入する

天敵昆虫等は、たとえわが国に同一種が生息する場合で

も、遺伝的に異なる可能性があるので、導入に当たって

は、この評価方法を適用すべきである。

（導入昆虫影響ユニット　望月　淳）

７．珪藻の除草剤感受性を群集レベルの生
育速度により簡易に検定する

はじめに

農薬による河川や湖沼などの生態系への影響は、単一

の生物種を用いた急性毒性試験の結果から評価されてい

る。一方、より現実的な評価手法として地域性を考慮し

た群集レベルの影響評価が求められている。河川生態系

の重要な一次生産者である珪藻の群集レベルの影響評価

については、従来の方法では、評価対象地点の珪藻群集

を構成している個々の種に対して個体レベルの試験を繰

り返し行い、その結果の積み重ねにより群集レベルへの

影響を予測するというものである。そのため、多大な労

力と長い期間を要する。そこで、河川および水田を評価

対象地点として、珪藻群集全体の除草剤感受性を簡易に

検定する手法を開発した。

試験生物の調製

河川の場合は、珪藻の群集を石の表面から歯ブラシを

用いてこすり取り、遠心分離および洗浄を行った後、直

接除草剤感受性を検定する。水田の場合は、直接珪藻群

集を採取することは困難なため、土壌中の珪藻を短期間
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表３　導入天敵の生態系影響指標の計算例

*ナナホシテントウは、日本を含むアジアに広く分布する種で、他国産の導入は行われていないが、欧米で環境影響が報告されているので、導入
事前評価として指標を計算した。

天敵の種類/評価項目 定着 分散性 寄主範囲 1次指標 直接影響 競争 交雑 総合指標 
ヒメクサカゲロウ L

M
LxM

オキシデンタリスカブリダニ LxM
ククメリスカブリダニ LxM
ベダリアテントウ LxM
ナナホシテントウ* LxM

5
5

25
10
2

20
25

1
2
2
4
4
9

20

4
5

20
3
5
6

20

47
17
11
35
65

3
3
6
2
1
3
6

4
2

10
10
10
2

15

2
2
4
1
1
1

12

67
30

41
9

23

8

図１　試験生物の調製法



前培養した後、河川の場合と同様に検定を行う（図１）。

この手法により、これまで多大な労力を要していた純粋

な培養株の確立作業を省くことができる（図２）。

感受性の検定方法

感受性検定には、試験容器として96穴のマイクロプ

レートを使用する。珪藻群集の生長は、クロロフィルa

の吸光度により測定する。さらに、試験開始後、24時

間から96時間の間における生長速度の阻害を測定する

と共に半数生長阻害濃度（24-96h ErC50）を算出し、こ

れを珪藻群集の除草剤感受性値とする。この手法は、確

立した培養株に対して個々の検定を行う従来法に比べ、

測定の際の時間と手間の大幅な削減が可能となる（図

２）。

河川珪藻群集のトリアジン系除草剤感受性

河川上流部（桜川流域の源流部）および中流域（同農

村部）からそれぞれ採集した珪藻群集を用いて、日本の

水田で使用されているトリアジン系除草剤の一つである

ジメタメトリンの感受性を検定した。ジメタメトリン感

受性は、水田排水の影響を受けていない源流域と比べト

リアジン系除草剤を使用した水田から感受性の低下した

珪藻が流出していると考えられる中流域で低いことが明

らかとなった（図３）。従来法と本手法の結果は同じ傾

向を示すことから、本手法が群集レベルでの影響評価手

法として利用できることが示された。

おわりに

珪藻は水系生態系において一次生産者として重要な役

割を果たしているにもかかわらず、農薬等化学物質が珪

藻に与える影響についてはこれまで知見が少ししかなか

った。本手法を使用することにより、除草剤が珪藻群集

へ及ぼす影響を簡易に評価することが可能となり、水系

生態系へ及ぼす除草剤の影響を精度良く評価できる高次

のリスク評価法としての貢献が期待される。

（農薬動態評価ユニット　石原　悟）

８．キュウリ苗立枯病を抑える遺伝子組換
え微生物の土壌微生物相への影響

はじめに

作物病原菌の生育を抑止する微生物は、作物病害の生

物的防除（バイオコントロール）に利用されている。バ

イオコントロールの適用を広げるためには、微生物がも

つ病原菌生育抑止能を人為的に高めることが求められる

が、その目的のために、遺伝子組換え技術が有力な武器

になると期待されている。
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図３　河川における珪藻のジメタメトリン感受性（24-96h ErC50による比較）（Ａ：群集レベルの評価　Ｂ：個体レベルの評価）

図２　珪藻を用いた感受性検定方法のスケジュール



しかし、バイオコントロール用の遺伝子組換え微生物

に限らず、日本で組換え微生物が野外利用された例はな

い。組換え微生物を野外環境下で利用するためには、そ

の有用性を高める一方で人や動植物への安全性の確認は

もちろん、生物多様性など環境への影響の評価手法を確

立して、生態系に対する安全性を確認する必要がある。

本研究では、キュウリ生育初期の根圏土壌（根の周り

の土）で定着性が高い細菌に、作物病原糸状菌の細胞壁

を分解する酵素（キチナーゼ）の遺伝子を導入した「組

換え根圏細菌」を作出し、キュウリ苗立枯病に対する防

除効果を確認した。さらに、土壌から直接抽出した、い

わゆる環境DNA（eDNA）を解析することにより、こ

の組換え根圏細菌の接種が土壌微生物の多様性に及ぼす

影響を調べた。

キュウリ苗立ち枯れ病を抑制する遺伝子組換え根圏細菌

の作出

キュウリ苗立ち枯れ病を抑制するために、作物病原糸

状菌の細胞壁を分解する酵素（キチナーゼ）を土壌細菌

Pseudomonas putida に導入した。すなわち、海洋細菌由

来のキチナーゼ遺伝子に、 遺伝子発現を高いレベルで

引き起こす活性をもつプロモーター配列を連結し、抗生

物質カナマイシン（Km）に対する耐性遺伝子をマーカ

ー遺伝子とする広宿主域ベクターに組み込んだキチナー

ゼ遺伝子発現ベクターpKAC907を構築した。次に、キ

ュウリ根圏から根圏定着性の高い P. putida B101株を選

抜し、この菌株にpKAC907を電気穿孔法を用いて導入

した。得られたキチナーゼ遺伝子発現ベクターを有する

組換え根圏細菌、P. putida B1017株は、培地中で高いキ

チナーゼ生産能を示した。また、寒天培地上にキュウリ

苗立枯病の病原糸状菌 Rhizoctonia solani とともに対峙

培養して R. solani の菌糸成長阻害能を比較したところ、

キチナーゼ遺伝子ベクターを導入したB1017株では、分

泌するキチナーゼの影響で病原菌 R. solani の生育を阻

害する能力が高まった（図１）。P. putida B1017株は、

植継ぎを三回繰り返した後でも98％の細菌がキチナー

ゼ遺伝子発現ベクターを保持しており、このキチナーゼ

遺伝子は比較的安定して保持されていることも確認され

た。

組換え根圏細菌による土壌病害の抑制

病害を抑制する組換え細菌の土壌中での挙動を調べる

ためには、この菌と他の土壌細菌を区別する必要がある。

そこで、根圏分離株B101株に株抗生物質リファンピシ

ン（Rif）耐性をもたせ、pKAC907を導入したRif-Km耐

性を持ち、かつキチナーゼ生産能を有する組換え根圏細

菌 P. putida B1017R株を作出した。B1017R株を用いて、

組換え微生物のキュウリ苗への接種法や発病抑制条件を

閉鎖系温室で検討したところ、P. putida B1017R株は、

高濃度の菌液（3x108 cfu/ml）に催芽した種子を１時間

浸漬するだけでキュウリ苗立枯病に対する防除効果を得

ることができた（図２－実験１）。また、病原菌で汚染

されている土壌へキュウリを移植する時に組換え菌を接

種しても発病を抑えられることが明らかになった（図

２－実験２）。作出した組換え根圏細菌の土壌および根

圏での生残性を検討したところ、キュウリ根圏から選抜

した根圏への定着性が高い株を宿主とした組換え根圏細

菌P. putida B1017R株は、実験室継代培養株を宿主にし

た場合に比較して土壌中で高い生残性を示した。また、

組換え微生物の培養液に浸漬したキュウリ種子を播種し

た場合、根圏に接種した組換え根圏細菌は、１週間後で

も接種時の10%程度の組換え微生物が生残していた。
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図１　組換え根圏細菌の病原糸状菌菌糸生長阻害能



組換え根圏細菌の接種は土壌の微生物相に影響を及ぼす

か?

組換え根圏細菌を接種すると、土壌に本来生息してい

る微生物相に何らかの影響を及ぼす可能性がある。そこ

で、組換え根圏細菌B1017R株の培養液に浸漬したキュ

ウリ種子を農業環境技術研究所の果樹園土壌に播種し、

経時的に根圏の全糸状菌数および全細菌数を培養法で測

定した。また、培養法で検出できない微生物を調べるた

めに、土壌から直接DNAを抽出し、そのDNAからPCR

法で糸状菌および細菌のリボソームDNAを特異的に増

幅し、変性剤濃度勾配ゲル電気泳動（DGGE）法で糸状

菌相および細菌相を、非組換え株（B101R）を接種した

区と比較した。その結果、培養法による総細菌数および

総糸状菌数ともに、組換え体接種および非接種区の間で

差は認められなかった。また、土壌から直接抽出した

DNAを鋳型にし細菌16S rDNAおよび糸状菌18S rDNA

を標的としたPCR-DGGE 解析によっても、細菌相およ

び糸状菌相ともに組換え根圏細菌接種区と非接種区の間

で顕著な差は見出されなかった（図３）。

このように、病原糸状菌の細胞壁を分解する酵素キチ

ナーゼを高発現するように改良した組換え根圏微生物

は、キュウリ根圏に定着して、キュウリ苗立枯病の発病

を抑制した。また、この組換え根圏細菌を土壌に添加し

た場合、土壌に生息する微生物、特に細胞壁にキチン質

を有する糸状菌類に影響を及ぼすことが予想されたが、

実際には組み換え根圏細菌の接種は土壌糸状菌叢に顕著

な影響を及ぼさないことが明らかになった。

今回開発した組換え微生物は、すぐに実用化できるも
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図２　組換え根圏細菌のキュウリ苗立枯病抑止効果の検討

図３　PCR-DGGE法による組換え微生物を接種したキュウリ根圏の細菌相
（左：16S-rDNA DGGE）および糸状菌相（右：18S-rDNA DGGE）の解析



９．昆虫文献目録「三橋ノート」の画像デ
ータベースの作成と公開

はじめに

農業環境技術研究所の昆虫標本館には、かつて昆虫研

究家の間で「三橋ノート」と呼ばれていた手書きのノー

トが保管されている（図１）。このノートには、明治時

代から昭和20年代後半までの国内の主要な文献に現れ

た昆虫の学名や和名とその関連文献情報が昆虫の分類群

ごとに整理されており、わが国昆虫学の初期における昆

虫情報の出典がほぼ網羅されている。ここで検索できる

文献は、50年以上前の昆虫の分布や発生状況を示す貴

重な情報を含んでおり、環境研究や分類研究においては

今日でもなお有用な資料としての価値があるが、最近の

文献データベースでは検索することができない。そこで

「三橋ノート」を画像データベースとして公開し、古い

ながらも貴重な昆虫情報の活用を図りたいと考えた。

三橋ノートの内容

「三橋ノート」は当研究所の前身である農商務省農事

試験場に嘱託として一時籍を置いたこともある三橋信治

氏（1878～1952）が、その生涯をかけて作成した推定

50,000頁に及ぶルーズリーフ式のノートである。各頁に

は、明治時代から昭和20年代後半までに出版された昆

虫関連文献中に現れた「種」や「属」などの分類群の学

名および和名とそれが掲載された文献の著者名、書名

（もしくは雑誌名、時に論題）、巻、号、頁、図版、図、

発行年等の書誌情報が列記されている（図２）。これを

参照することにより、知りたい昆虫の情報が掲載されて

いる文献を簡単に知ることができる。

全体は目、科、属、種という分類体系に基づいて配列

されており、コウチュウ目（136冊）、チョウ目（118冊）、

ハチ目（64冊）、カメムシ目（62冊）、ハエ目（43冊）、

バッタ目（13冊）、トンボ目（７冊）、トビケラ目（５

冊）、アミメカゲロウ目（４冊）、その他（22冊）の合

計474冊で構成されている。

画像データベースの特徴と利用法

「三橋ノート」は50,000頁に及ぶ膨大な資料であるた

め、電子化するにあたり、改めて文字を読みとって入力
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図１　「三橋ノート」の書棚

図２　頁表示画面

のではない。実用化のためには、さらに環境への影響を

生じないような工夫が必要である。プラスミドに存在す

る組換え遺伝子を染色体に移し換え安定化させると同時

に、薬剤耐性遺伝子を除去する必要がある。さらに、出

来うれば組換え微生物が、その役割を果した後には自動

的に死滅するようなスイサイド（自殺）システムを導入

するなど、更なる改良を加えることが考えられる。

（土壌微生物利用ユニット　藤井　毅・田村季実子

大野雅弘＊・長谷部亮＊＊）

（現：＊日産化学、＊＊農林水産省）



することは労力的・時間的に不可能であり、また手書き

であるため、文字の自動認識ソフトを利用することも困

難であると思われた。そこで、頁を写真撮影し、その画

像をそのまま利用者に提供することとした。ただし、目

的の頁画像を迅速に検索できるように、各頁に記されて

いる主な学名および和名を頁ごとにキーワードとして選

び、登録した。

本データベースは農環研ウェブサイト「三橋ノート画

像データベース」（http：//mitsuhashi.niaes.affrc.go.jp）

で閲覧することができる（図３）。具体的には、「アゲ

ハ」や「モンシロチョウ」などのキーワードを検索語欄

に入力すると、そのキーワードが登録されている頁のリ

ストが現れるので（図４）、どれかのボタンをクリック

すると該当頁の画像が表示される（図２）。キーワード

は、完全一致のほか、前方一致、後方一致、部分一致で

も検索できる。また実際の頁には歴史的仮名遣いが使わ

れていることが多いが、登録キーワードには原則として

現代仮名遣いを使用した。

今のところ、ウェブ上で検索可能なのは、トンボ目

（７冊、1,223頁）とチョウ目（118冊、18,521頁）の合計

約20,000頁分である。ここには、トンボ類約300種、チ

ョウ類約650種、ガ類約5,300種の情報が含まれている。

現在の日本産チョウ類の種数は約300であるが、「三橋

ノート」にはその２倍以上の種数が掲載されていること

になる。これは、1945年以前の「三橋ノート」の情報

には台湾、朝鮮半島、中国東北部、サハリンの情報も含

まれているためである。

おわりに

現在まで、我々は昆虫関連情報を広く収集・蓄積し、

それらを検索・利用するための「昆虫インベントリーシ

ステム」の構築に向けた研究を進めている。これまで長

年にわたって蓄積されてきた昆虫に関する膨大な研究情

報を検索条件も含めてこのシステムに取り込むのは容易

なことではないが、「三橋ノート」のような二次文献を

活用することにより、必要とする情報の簡易・迅速な検

索が可能になった。今後は、トンボ目とチョウ目以外の

残り約350冊についても早急に電子化を進め、「三橋ノ

ート」全頁の公開を早期に実現させたいと考えている。

（昆虫分類研究室　安田耕司・吉松慎一・中谷至伸

インベントリー研究官　 上田義治）

10．130年にわたって採集された微生物
さく葉標本の目録の作成と公開

はじめに

糸状菌（かび）の分類研究では、標本は不可欠である。

特に植物に寄生するかびの新種記載時には、かびが寄生

した植物葉を乾燥押葉にした標本（以下、微生物さく葉

標本、図１）として保管する必要がある。農業環境技術

研究所には、旧農商務省農事試験場時代（明治期）から

数多くの微生物さく葉標本が収められている。しかし、

今までこれら標本の目録がなく、そのことが標本そのも

のやその情報を活用する上で大きな支障となっていた。

そこで、当所が所蔵する全微生物さく葉標本の目録を作

成するとともに Web 上で公開することとした。

36 農業環境技術研究所年報　平成17年度

図３　キーワード検索画面

図４　検索結果表示画面



「農業環境技術研究所　所蔵微生物さく葉標本目録」の概要

農業環境技術研究所で所蔵する、1876年から収集・

保存されている微生物さく葉標本7204点（表１）に含ま

れる、菌種365属1477種、寄主植物621属1322種につい

て基本標本情報として微生物種名、異名、病名、寄主植

物和名、学名、採集地などを整理した標本目録を作成し

た。またそれらをデータベースとして加工し、Web サイ

ト上（http：//www.niaes.affrc .go.jp/inventry/

microorg/specimen/index.html）で公開した（図２）。

利用者は、Web 上で、①タイプ標本類、②Sydow 氏

Ⅲ．研究成果と展望 37

図１　微生物さく葉標本
上図：パケット（標本袋）
下図：パケット中のさく葉標本

表１　収録されている標本の種類

図２　微生物標本目録公開Webサイトのトップ画面

標本の種類 点数

タイプ標本類 46

Sydow氏ら標本 254

一般さく葉標本 6611

日野氏ブラジル採集標本 196

キノコ類標本 97

計 7204



ら標本、③一般さく葉標本、④日野氏ブラジル採集標本、

⑤キノコ類標本、⑥全標本（①～⑤すべて）の中から希

望する項目を選ぶことができ、それぞれの項目から検索

が可能である。以下にその内容を紹介する。

①タイプ標本類（46点）：正基準標本（ホロタイプ）

13点とともに、指定された副基準標本（アイソタイ

プ）２点、および重複標本（パラタイプ）１点を収

録している。

②Sydow 氏 ら 標 本 （ 254点 ）： P.Sydow 氏 、

N.G.Lagerheim 氏ら著名な菌学者によって、スウェ

ーデン、ドイツ、オーストリアなどで収集された野

草類のクロボ菌およびさび菌の標本である。

③一般さく葉標本（6611点）：主として日本で採集さ

れた微生物さく葉標本で、これらを宿主植物学名の

アルファベット順、同一植物で複数の標本がある場

合は寄生する微生物の学名のアルファベット順に整

理したものである。この中には、日本で植物学名を

最初に記載した植物分類学者である牧野富太郎氏が

収集した微生物標本７点も含まれる。

④日野氏ブラジル採集標本（196点）：日野稔彦氏

（元農業技術研究所）が1974～1975年にブラジルの

ルイス・デ・ケイロス農学校（ESLAQ）に滞在中、

その周辺地域で採集した標本である。

⑤キノコ類標本（97点）：1957～1965年に国内で採集

されたもので、学名のアルファベット順に整理した。

なお、これらの標本については標本が採取された当時

の旧地名が記載されていることが多いため、パケット

（標本袋）に記載されたままの地名を収録し、現在の地

名には変更していない。このため、タイプ標本類および

キノコ類標本については、採集府県名および市町村名等

を掲載したが、一般標本と Sydow 氏らの採集標本など

の採集地名は、牧野標本館（首都大学東京）の例に従い

「ラベル地名（原記載を加工せずにそのまま記載したも

の）」欄を作成し掲載してある。

目録の利用方法と注意点

本目録に関しては、入力されているすべての項目に関

してキーワード検索をかけることができる。また、画面

上のサンプルの順番を項目毎に「昇順ソート」や「降順

ソート」で指定することが可能である。それぞれのサン

プル情報は通常列として入力してあるが、「詳細」をク

リックすることにより、その内容を縦方向に整理した状

態で１画面で確認することが可能である。

なお、前述の通り本目録の一部の採取地については、

パケットに記載された地名を入力している。そのため、

現在の住所を知ることができないものもあるので、注意

が必要である。

おわりに

標本は糸状菌などの微生物の分類に不可欠であり、本

目録は糸状菌の分類研究に貢献すると考える。

また、本目録は、わたしたちが取り組んでいる微生物

インベントリー（microForceと命名：http：//www.niaes.

affrc.go.jp/inventry/microorg/index.html）の一つの貴

重な微生物情報でもある。本目録は、この microForce

のサイトからも利用可能である。microForce サイトで

は他の微生物情報も得られるため、本目録と他の微生物

情報も合わせて活用するとさらに多くの情報が得られる

ものと確信している。

（微生物分類研究室　對馬誠也・小板橋基夫・吉田重信

田村季実子・月星隆雄＊・篠原弘亮＊＊）

（現：＊畜産草地研究所、＊＊東北農業研究センター）

11．XANESを用いた水田土壌中のヨウ素の
非破壊形態分析とその溶脱機構

はじめに

放射性ヨウ素は甲状腺に蓄積し、人体に放射線障害を

もたらす最も危険な放射性同位元素のひとつである。半

減期が約1700万年の放射性ヨウ素（I-129）は、核燃料

再処理施設の運転にともない、極微量ではあるが環境中

に放出される。また、原子力関連施設の異常運転や事故

などにより、放射性ヨウ素が多量に環境中に放出される

リスクにも備える必要がある。放射性ヨウ素と非放射性

ヨウ素は、物理化学的性質や環境中における挙動に違い

がないことから、放射性ヨウ素の挙動は、非放射性ヨウ

素の挙動から予測することができる。

これまで我々は、農業環境中の非放射性ヨウ素（以後

単にヨウ素と記す）の挙動を明らかにするための調査を

おこない、畑土壌や森林土壌では、表層でヨウ素濃度が

高いのに対し、水田土壌ではどの層位でもヨウ素濃度が

低いことを明らかにしてきた。水田土壌中のヨウ素濃度

は、なぜ低いのだろうか。本研究では、水田土壌の表層

からヨウ素が溶脱する要因を、放射光源X線吸収端近傍

構造（X-ray absorption near-edge structure、XANES）

による土壌中ヨウ素の非破壊形態分析から明らかにする

ことを目的とした。
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土壌中ヨウ素の形態分析にXANESを適用する利点

土壌中のヨウ素の濃度と形態を調べるためには、土壌

からヨウ素を抽出し、溶液に溶け出したヨウ素を分析す

る手法が一般的である。しかし、土壌からの抽出という

化学操作により、ヨウ素が形態変化してしまう可能性が

ある。この形態変化を避けるためには、土壌からヨウ素

を抽出することなく、そのまま、すなわち非破壊で分析

できるのが理想的である。しかし、土壌中には、ヨウ素

以外のさまざまな物質が含まれている。夾雑物が多量に

ある中で、ヨウ素だけの形態を分析することはこれまで

困難とされてきた。この困難は、XANES を適用するこ

とで回避でき、土壌中ヨウ素の非破壊形態分析ができた。

XANES では、従来の光源のX線の約100億倍明るく、

まっすぐで、広がらない特徴をもつシンクロトロン放射

光源X線を利用する。ヨウ素原子だけを励起させるエネ

ルギー（ヨウ素K吸収端：33.2keV）のX線を、ヨウ素

を含む土壌試料に照射すると、そのX線吸収スペクトル

にはヨウ素の形態に関する情報だけが浮かび上がる（図

１）。環境中には、図１に示す４つの形態のヨウ素（ヨ

ウ素酸イオン（IO 3
－、＋５価）、ヨウ化物イオン

（I－、－１価）、分子状ヨウ素（I2、０価）、有機態ヨウ

素（０価））が存在しうるが、これらのうちどの形態が

水田土壌中で主体であるかをスペクトルの違いから判別

できる。

水田土壌中におけるヨウ素の形態変化

雨などを通して土壌に到達するヨウ素の形態は、ヨウ

化物イオンとヨウ素酸イオンが主体である。チェルノブ

イリ事故後に雨水で検出された放射性ヨウ素もこの２つ

の形態が主体だった。ヨウ化物イオンは、土壌に吸着さ

れにくいため水系へ溶脱し、土壌から失われてしまうが、

ヨウ素酸イオンは土壌に吸着して蓄積する傾向にある。

水田土壌では、湛水期に微生物活動によって酸素が消費

されることで土壌が還元状態になる。土壌の酸化還元状

態の変化によって、ヨウ素が形態変化するか、また、形

態変化につづきヨウ素が土壌から水系へ溶脱するかを調

べた。

土壌にヨウ素酸を添加し、30日間湛水条件で培養し

た。培養後の土壌中ヨウ素の XANES と、土壌水中の

ヨウ素濃度を図２（a）に示した。イオン交換カラムで

分離後、ICP-MS でヨウ素を検出することで、土壌水中

のヨウ化物イオンとヨウ素酸イオンを形態別に分析し

た。図２（a）の湛水培養後の土壌中のヨウ素は、図１

の標準物質のうち分子状ヨウ素あるいは有機態ヨウ素の

スペクトルと類似している。また、土壌水中には、ヨウ

素がヨウ化物イオンとして溶出した。一方、γ線滅菌に

より土壌微生物の活動を抑えると、土壌に添加したヨウ

素酸はヨウ素酸のままであり（図２（b））、土壌水へも

ヨウ素はほとんど溶出しなかった。すなわち微生物の活
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図１　XANESの概要とヨウ素標準物質のXANES



動を抑制すると、湛水条件下で培養してもヨウ素は形態

変化しなかった。

ヨウ素酸イオンは湛水条件下で微生物活動に伴う酸化

還元電位の低下によって、分子状ヨウ素あるいは有機態

ヨウ素、さらにヨウ化物イオンにまで還元される。分子

状ヨウ素あるいは有機態ヨウ素は、土壌中に残るが、ヨ

ウ化物イオンは土壌に保持されにくいため、土壌水に溶

出したと考えられた。このようにヨウ素酸がヨウ化物イ

オンに還元されることで土壌水に溶出することが、水田

土壌ではヨウ素濃度が低い原因であると考えられた（図

３）。

おわりに

XANES により、土壌に添加したヨウ素の形態を選択

的に非破壊分析することができた。水田土壌でヨウ素濃

度が低いのは、湛水期に、微生物活動により酸素が消費

されて土壌が還元状態になることが原因だった。土壌に

保持されやすいヨウ素酸イオンが分子状ヨウ素を経て土

壌に保持されにくいヨウ化物イオンへ還元され、土壌水

に溶脱してしまう。還元により生じた分子状ヨウ素の一

部は、有機物との結合態などとして、土壌に保持される

（図３）。なお、本研究は、SPring-8 共同利用研究課題

2004B0093NXa-np としておこなったものである。

（放射性同位体分析研究室　山口紀子）
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図３　湛水状態の水田土壌におけるヨウ素の形態変化

図２　IO3
－ を添加し30日湛水培養後の土壌中ヨウ素のXANESおよび液

相へのI－溶出量




